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平成20年５月16日 

各  位 

 

会社名  南 海 電 気 鉄 道 株 式 会 社 

代表者名 取締役社長  亘  信 二 

（コード番号 9044 東証・大証・名証第１部） 

問合せ先 執行役員IR広報部長 津崎 幸雄 

（TEL. 06-6644-7125） 

 

記者発表資料の誤配布等について 

 

当社は、本年４月30日開催の取締役会において、当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収

防衛策）の改定について決定し、同日記者発表を行うとともに、当社ホームページに記者発表資料

を掲載いたしましたが、当該記者発表資料が検討段階のドラフト版（以下「ドラフト版資料」とい

います。）であったことが判明いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。ドラフト版

資料をご覧になられた方々には、謹んでお詫び申しあげますとともに、資料の差替えをお願いいた

します。なお、東京証券取引所のＴＤｎｅｔにおいては、開示資料が正しく登録・開示されており

ますので、ＴＤｎｅｔにより資料をダウンロードされた方につきましては、資料の差換えは必要あ

りません。 

 

記 

 

１．記者発表資料の表題 

「当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の改定について」 

 

２．ドラフト版資料の配布先 

  兜倶楽部加盟各社 

  大阪証券記者クラブ加盟各社 

  近畿電鉄記者クラブ加盟各社 

 

３．当社ホームページにおけるドラフト版資料の掲載場所及び掲載期間 

（１）企業情報／ＩＲ情報／ＩＲニュース（http://www.nankai.co.jp/ir/index.html） 

平成20年４月30日（水）14時～５月16日（金）14時 

（２）企業情報／ＩＲ情報／当社株式の大量買付行為に関する対応策

（http://www.nankai.co.jp/ir/kaitsuke/index.html） 

    平成20年５月８日（木）12時～５月16日（金）14時 
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４．資料差換えの方法 

（１）ドラフト版資料の配布先 

ドラフト版資料の配布先に対しましては、本日、確定版資料を本資料に添付のうえ、あら

ためて配布させていただきます。 

（２）当社ホームページ 

本日14時に、ドラフト版資料を確定版資料に置き換えます。 

上記３の掲載期間内に、当社ホームページにより、ドラフト版資料を閲覧された方は、恐

れ入りますが、最新の掲載資料（確定版資料）を再度閲覧していただきますよう、お願いい

たします。 

 

５．ドラフト版資料からの変更点 

（１）前文の最後に「改定の主な内容」を要約して記載 

（２）買付者等に提供を求める情報（必要情報）についての表記を、下線のとおり修正 

ドラフト版資料（前回配布及び掲載） 確定版資料（本日配布及び掲載） 

【７ページ】 

⑦ 当社の他の株主との間の利益相反を回避す

るための具体的方策 

【８ページ】 

⑦ 買付者等と当社の他の株主との間に利益相

反を生じる可能性のある場合における当該

利益相反を回避するための具体的方策 

（３）例外的に取締役会決議で防衛策を発動するための要件を、下線のとおり修正 

ドラフト版資料（前回配布及び掲載） 確定版資料（本日配布及び掲載） 

【８ページ】 

買付者等が本プランに定める手続を遵守しない

場合、株主総会を招集するのに必要な時間が存

しない場合その他株主総会を招集するのが実務

的に困難である場合、及び、買付等が当社の企

業価値又は株主共同の利益を毀損することが明

らかである場合には、株主意思確認総会を招集

せずに、取締役会において本新株予約権の無償

割当ての実施についての決議をすることができ

るものとします。 

【９ページ】 

買付者等が本プランに定める手続を遵守しない

場合には、株主意思確認総会を招集せずに、取

締役会において本新株予約権の無償割当ての実

施についての決議をすることができるものとし

ます。 

 

以 上  
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平成 20年 4月 30日 

各 位 

 

 

会社名  南海電気鉄道株式会社 

代表者名  代表取締役社長 亘 信二 

（コード番号 9044 東証・大証・名証第 1部） 
問合せ先 執行役員ＩＲ広報部長 

津  崎  幸  雄  
（ＴＥＬ 06－6644－7125） 

 

当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の改定について 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第 127 条本文に規定されるものをいい、

以下「基本方針」といいます。）を改定するとともに、改定後の基本方針に照らして不適切

な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

（会社法施行規則第 127条第 2号ロ）として、平成 20年 6月 27日開催予定の第 91期事業

年度に係る当社定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）における株主の皆様

のご承認を条件に、当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下、本定時

株主総会における承認に基づく改定前のプランを「旧プラン」といい、改定後のプランを

又は改定の前後を問わず「本プラン」といいます。）の内容を改定した上、更新することに

ついて決定いたしましたので、以下のとおり、お知らせいたします。 

なお、当社は、平成 18年 6月 29日開催の当社定時株主総会において、当社株式の大量
買付行為に関する対応策の基本方針についてご承認を得て、旧プランを導入しております

が、本定時株主総会終結の時をもって旧プランの有効期間が満了することから、旧プラン

の更新について検討をしてまいりました結果、旧プラン導入後の実務の動向を踏まえ、本

日、旧プランの内容を改定した上、更新することを決定したものであります。 

改定の主な内容は、次のとおりであります。 

(1) 対抗措置の内容 

旧プランにおきましては、対抗措置として「新株予約権の無償割当て、その他法

令又は当社定款が当社取締役会の権限として認める措置」と定めておりましたが、

本プランにおきましては、「新株予約権の無償割当て」と定めております。 

(2) 対抗措置の発動手続 

本プランにおきましては、対抗措置の内容である新株予約権の無償割当ての実施、

不実施又は取得等の判断については、原則として、株主総会を招集し、株主の皆

様の意思を確認することを予定しております。 
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(3) 対抗措置の発動要件 

旧プランにおきましては、「大量買付ルールが遵守されない場合」又は「大量買

付行為によって当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害することとなること

が明らかである場合」と定めておりましたが、本プランにおきましては、下記三

2.(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に記載のとおり、より具体的かつ客観

的な要件を定めております。 

 

一 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び

事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆

様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必

要があると考えています。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株

主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式

の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、

これを否定するものではありません。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれが

あるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討しあるい

は対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・

交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少な

くありません。 

特に、当社が企業価値を確保・向上させるためには、沿線住民を核とする顧客及び地

域社会との良好な信頼関係を維持・強化していくことが必要であり、また、鉄道事業者

としての最大の使命である安全輸送を確保することが何よりも重要であります。当社株

式の大量買付を行う者が、当社グループの財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこ

と、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上

させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることに

なります。 

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者によ

る大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 
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二 当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する特別な取組み 

 

(1) 当社の企業価値の源泉について 

明治 18 年 12 月、当社の前身である阪堺鉄道株式会社がわが国最初の純民間資本
による鉄道会社として、難波・大和川間における鉄道事業を開始したのが当社の創

業です。創業以来、当社グループは、鉄道事業をはじめとする交通輸送サービスを

基軸に、不動産、流通、レジャー等、沿線を中心として人々の生活に密着した事業

を幅広く展開してまいりました。 
現在、当社では、「南海は英知と活力で未来をひらきます」をスローガンに、「社

会への貢献」、「お客さま第一」、「未来への挑戦」、「活力ある職場」を企業理念とし

て掲げております。グループ内各事業を相互に有機的に組み合わせることにより、

社会の信頼に応え、その発展に貢献することを通じて、沿線価値の向上と企業価値

の増大をはかることを経営の基本方針としております。 
この経営の基本方針に基づき、当社グループが企業価値を安定的かつ持続的に向

上させていくにあたっては、沿線住民を核とする顧客及び地域社会に支持され、よ

り高いクオリティを持つ企業グループとして常に変革していくことが求められます。

そのためには、顧客をはじめ、取引先、従業員、行政機関等の関係当事者との連携、

協力を密に行い、良好な信頼関係を維持・強化していくことが必要となります。ま

た、社会に不可欠なインフラの一部を構成し、人命を預かる鉄道事業者に求められ

る使命を全うするために、中長期的な視点から安全対策等の設備投資や従業員教育

を行うことも重要となります。 
これらが適切に確保されることによって、当社グループ全体への信頼、ひいては

「南海ブランド」が醸成され、当社の企業価値向上と株主共同の利益に資するもの

と考えております。 

 

(2) 企業価値向上のための取組み 

当社では、本年3月28日開催の取締役会において、平成20年度から22年度まで

の 3か年を対象期間とする新中期経営計画を策定し、同計画に定める目標の完遂に

向け、グループをあげて各施策への取組みを進め、さらなる企業価値向上に努めて

まいります。 

近年、企業におきましては、経済的利益の創出だけでなく、「環境への配慮」・「コ

ンプライアンスの徹底」・「お客さまへの誠実な対応」等の社会に対する重要な役割

が求められております。こうした役割を果たすとともに、当社沿線エリアにヒト・

モノが集まる好機を確実にとらえ、沿線価値の向上及び事業基盤の拡充を着実に進

めることが不可欠であることから、当 3か年経営計画は「堅実で着実な成長・進化

を果たし、創業126周年を迎えるための3か年計画」と位置付け、「堅進126計画」

と命名し、「攻勢」と「守り」の両面に強弱をつけた経営を推進してまいります。 



 

4 

堅進126計画における基本方針は、次のとおりです。 

① 「環境保全」のための取組み強化 

環境に優しい交通機関である鉄道・バスの利用を促進するとともに、すべての

事業活動において、環境保全、環境負荷の軽減を重視した判断を行う。CO２排

出量については、今後3年間で3％削減を目標とする。 

② 提供するサービスの品質向上 

ハード面のみならず、社員一人ひとりのサービスマインド、サービススキル

の向上等、グループをあげて「安全・安心」を第一とした高品質な商品・サ

ービスの提供に取り組む。 

③ なんばエリアのさらなる価値向上 

大阪らしさを残す個性豊かな街の独自性を継承しながら、「なにわ文化発信機

能」や「大阪のゲートウェイ機能」等、多彩な都市機能が集積するシンボリッ

クな街づくりを志向し、同エリアのさらなる価値向上に取り組む。 

④ 有望事業の成長加速 

首都圏、関西圏での不動産賃貸関連ビジネスをはじめ、強化成長が期待できる

事業分野において、Ｍ＆Ａ手法等を含めて積極的な拡充策を進める。 

⑤ 沿線活性化の推進 

当社鉄道沿線エリアが、居住地、働き・学ぶ地、余暇を楽しむ地として支持さ

れるよう、引き続き沿線の活性化に取り組む。 

    これらの基本方針を推進することにより、堅進 126計画の最終年度である平成 22

年度においては、連結経常利益 170億円以上、連結有利子負債残高／EBITDA倍率 10

倍未満の達成を目標としております。 

なお、本計画の具体的内容につきましては、同日発表の中期経営計画のプレスリリ

ースをご参照下さい。 

 

(3) コーポレート・ガバナンスの強化 

当社は、取締役12名中３名について当社から独立した社外取締役を、監査役４名

中２名について当社から独立した社外監査役を選任し、取締役会における経営の効

率性と透明性の向上を確保しております。また、取締役会の監督機能の強化及び機

動的な業務執行体制の確立を目的として、執行役員制度を導入するなど、コーポレ

ート・ガバナンスの強化に努めております。 

 

当社は、以上のような諸施策を実行し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

確保・向上をはかっていく所存であります。 
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三 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み 

 

1. 本プランの目的 

 

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的と

して、上記一に記載した基本方針に沿ったものです。 

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資

さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不

適切であると考えています。そして、こうした不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反す

る大量買付を抑止するためには、当社株式に対する大量買付が行われる際に、当社取

締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に

応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様の

ために交渉を行うこと等を可能とする枠組みが必要不可欠です。 

そこで、当社取締役会は、本定時株主総会において株主の皆様にご承認いただける

ことを条件に、旧プランの内容を改定した上、更新することを決定いたしました。 

なお、平成 19年 9月 30日現在における当社の大株主の状況は、別添「当社の大株

主の状況」のとおりです。本日現在、当社に対し、当社の賛同を得ない当社株式の大

量買付行為に関する提案はなされておりません。 

 

2. 本プランの内容 

 

(1) 本プランの概要 

(a) 目的 

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断を

するために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会

を確保すること等を通じて、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買収を抑

止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として

います。 

 

(b) 手続の設定 

本プランは、当社株券等の 20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収

者に事前の情報提供を求める等、上記(a)の目的を実現するために必要な手続を定

めています。なお、買収者等は、本プランに係る手続が開始された場合には、当

社取締役会又は株主総会において本プランの発動をしない旨の決議がなされるま

での間、買収を実行してはならないものとされています（詳細については下記(2)
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「本プランの発動に係る手続」をご参照下さい。）。 

 

(c) 新株予約権の無償割当てによる本プランの発動 

買収者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく当社株券等の買収を

行う場合、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそ

れがある場合等には、当社は、買収者等による権利行使は認められないとの行使

条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取得で

きる旨の取得条項等が付された新株予約権（その主な内容は下記(4)「本新株予約

権の無償割当ての概要」において述べるものとし、以下これを「本新株予約権」

といいます。）を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当

ての方法により割り当てます。 

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による

取得に伴って買収者等以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収

者等の有する当社の議決権割合は、最大50%まで希釈化される可能性があります。 

 

(d) 本プランの合理性を高める仕組みの設定 

本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断に

ついては、取締役の恣意的判断を排するため、原則として、株主総会を招集し、

本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することを予

定しています。また、当社取締役会は、これらの過程において、外部の専門家に

対し、買収行為に対する対応の方法等について助言を求めることとしています。

さらに、こうした手続の過程については、株主の皆様への情報開示を通じてその

透明性を確保することとしています。 

 

(2) 本プランの発動に係る手続 

(a) 対象となる買付等 

本プランは、以下①又は②に該当する行為もしくはこれに類似する行為又はこれ

らの提案1（当社取締役会が別途認めたものを除くものとし、以下「買付等」とい

います。）がなされる場合を適用対象とします。買付等を行おうとする者（以下「買

付者等」といいます。）には、予め本プランに定められる手続に従っていただくこ

ととします。 

① 当社が発行者である株券等2について、保有者3の株券等保有割合4が 20%以上

となる買付その他の取得 

                                                   
1 「提案」とは、第三者に対する勧誘行為を含みます。 
2 金融商品取引法第 27条の 23第 1項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。 
3 金融商品取引法第 27条の 23第 3項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該
当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第 27条の 23第 4項に定義されます。本書において同じとします。 
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② 当社が発行者である株券等5について、公開買付け6を行う者の株券等所有割合
7及びその特別関係者8の株券等所有割合の合計が 20%以上となる公開買付け 

 

(b) 買付者等に対する情報提供の要求 

買付等を行う買付者等は、当該買付等に先立ち、当社に対して、下記の各号に定

める情報（以下「本必要情報」といいます。）及び当該買付者等が買付等に際して

本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説

明書」と総称します。）を当社の定める書式により日本語にて提出して頂きます。 

当社取締役会は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると

判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を

提供するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限

までに、かかる情報を当社取締役会に追加的に提供して頂きます。 

記 

① 買付者等及びそのグループ（共同保有者9、特別関係者及び（ファンドの場

合は）各組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構

成、財務内容、当該買付者等による買付等と同種の過去の取引の詳細、その

結果対象会社の企業価値に与えた影響等を含みます。） 

② 買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、

関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実行の蓋然性等を

含みます。） 

③ 買付等の価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に

用いた数値情報及び買付等に係る一連の取引により生じることが予想され

るシナジーの内容（そのうち少数株主に対して分配されるシナジーの内容を

含みます。）及びその算定根拠等を含みます。） 

④ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

⑤ 買付等の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当

政策 

⑥ 買付等の後における当社の株主、当社グループの従業員、取引先、顧客その

他の当社グループに係る利害関係者に対する対応方針 

                                                   
5 金融商品取引法第 27条の 2第 1項に定義されます。 
6 金融商品取引法第 27条の 2第 6項に定義されます。本書において同じとします。 
7 金融商品取引法第 27条の 2第 8項に定義されます。本書において同じとします。 
8 金融商品取引法第 27条の 2第 7項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みま
す。）。但し、同項第 1号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関す
る内閣府令第 3条第 2項で定める者を除きます。本書において同じとします。 
9 金融商品取引法第 27条の 23第 5項に規定される共同保有者をいい、同条第 6項に基づき共同保有者と
みなされる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じと

します。 
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⑦ 買付者等と当社の他の株主との間に利益相反を生じる可能性のある場合に

おける当該利益相反を回避するための具体的方策 

⑧ その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報 

 

なお、当社取締役会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買

付等を開始したものと認める場合には、引き続き買付説明書及び本必要情報の提

出を求めて買付者等と協議・交渉等を行うべき特段の事情がある場合を除き、原

則として、本新株予約権の無償割当てを実施します。 

 

(c) 買付等の内容の検討・買付者等との交渉 

① 当社取締役会による検討等 

当社取締役会は、買付者等から買付説明書及び当社取締役会が追加的に提出

を求めた情報（もしあれば）が提出された場合、適宜検討期間（原則として 90

日を上限とします。以下「当社検討期間」といいます。）を定めた上、買付等の

内容等の検討、買付者の提示する経営計画・事業計画等の検討、代替案の検討

等を行います。また、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確

保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために必要であれば、

当該買付者等と協議・交渉等を行うものとします。買付者等は、当社取締役会

が、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこ

れに応じなければならないものとします。 

なお、当社取締役会は、買付者等の買付等の内容の検討・代替案の検討・買

付者等との交渉等に必要とされる合理的な範囲（原則として、30 日間を上限と

します。）内で、当社検討期間を延長することができるものとします。当社検討

期間が延長された場合、当社取締役会は、延長される期間及び理由を速やかに

情報開示するものとします。 

 
② 外部専門家からの意見等の取得 

当社取締役会は、当社取締役会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益に

資するようになされることを確保するために、外部のファイナンシャル・アド

バイザー及び弁護士の助言を必ず得るとともに、必要に応じて、公認会計士、

税理士、コンサルタントその他の専門家の助言又は意見を得るものとします。 
 

③ 当社取締役会による意見の提示 

上記①の検討等の後、当社取締役会は、当社取締役会としての買付者等の買

付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。また、代替

案がある場合は当該代替案を含むものとします。以下同じとします。）をとりま

とめ、株主の皆様に対して提示いたします。 
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(d) 株主意思確認総会の招集／取締役会の決議 

当社取締役会は、上記(c)に定めた手続に従い検討を行った結果、本新株予約権

の無償割当てを実施しない旨決定した場合を除き、原則として、株主総会（以下

「株主意思確認総会」といいます。）を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施

に関する株主の皆様の意思を確認するものとします。但し、買付者等が本プラン

に定める手続を遵守しない場合には、株主意思確認総会を招集せずに、取締役会

において本新株予約権の無償割当ての実施についての決議をすることができるも

のとします。 

当社取締役会は、株主意思確認総会の招集を決定した場合、実務上可能な限り速

やかに株主意思確認総会を招集いたします。株主意思確認総会が開催された場合、

当該株主意思確認総会において本新株予約権無償割当ての実施又は不実施等につ

いての決定を行うものとします。 

買付者等並びにその共同保有者及び特別関係者は、当社取締役会が本新株予約権

の無償割当ての不実施に関する決議を行った場合、又は、株主意思確認総会にお

いて本新株予約権の無償割当ての実施に係る議案が否決された場合を除き、買付

等を実行してはならないものとします。 

上記にもかかわらず、当社取締役会は、株主意思確認総会又は当社取締役会にお

いて一旦本新株予約権の無償割当ての実施の決定をした後も、以下のいずれかの

事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち

日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、又は本新株

予約権の無償割当ての効力発生日以降行使期間開始日（下記(4)「本新株予約権の

無償割当ての概要」(f)に定義されます。）の前日までにおいては本新株予約権を無

償にて取得することがあります。 

(i) 当該決定後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しな

くなった場合 

(ii) 当該決定の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等によ

る買付等が下記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件の

いずれにも該当しないか、又は該当しても本新株予約権の無償割当てを

実施することもしくは行使を認めることが相当でない場合 

 

(e) 情報開示 

当社は、買付者等から買付説明書が提出された旨、当社検討期間が開始した旨、

株主意思確認総会の招集を決定した旨、その他当社取締役会が適切と判断する事項に

ついて、速やかに情報開示を行います。また、当社は、株主意思確認総会又は当社取

締役会において、本新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実施に関する決議を行

った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、

速やかに情報開示を行います。 
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(3) 本新株予約権の無償割当ての要件 

当社は、買付者等による買付等が下記のいずれかに該当し本新株予約権の無償割

当てを実施することが相当と認められる場合、上記(2)「本プランの発動に係る手続」

(d)に記載される株主意思確認総会の決議（但し、上記(2)「本プランの発動に係る手

続」(d)に記載される事由により株主意思確認総会を招集しない場合には、当社取締

役会の決議）により、本新株予約権の無償割当てを実施することを予定しておりま

す。 

記 

(a) 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 

(b) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求す

る行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの重要な資産等を廉価に取得

する等当社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

③ 当社グループの資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原

資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの事業に当面関係していない

高額資産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、

一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

(c) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目

の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買

付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあ

る買付等である場合 

(d) 当社取締役会に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な

期間を与えない買付等である場合 

(e) 当社株主に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に

必要とされる情報を十分に提供しない買付等である場合 

(f) 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買

付等の実行の蓋然性、買付等の後の経営方針又は事業計画、買付等の後におけ

る当社の他の株主、当社グループの従業員、顧客、取引先その他の当社グルー

プに係る利害関係者に対する方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み

不十分又は不適当な買付等である場合 

(g) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社グループの従業員、顧客、取

引先等との関係や当社グループのブランド力を損なうことなどにより、当社の

企業価値又は株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等である

場合 



 

11 

(4) 本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のと

おりです。 

 

(a) 本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議又は株主総会決議（以下「本

新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割

当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点にお

いて当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数とします。 
 

(b) 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録され

た当社以外の株主に対し、その有する当社株式 1 株につき本新株予約権 1 個の割

合で、本新株予約権を割り当てます。 

 

(c) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 

 

(d) 本新株予約権の目的である株式の数 

本新株予約権 1個の目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といいます。）

は、原則として 1株とします。 

 

(e) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使

に際して出資される財産の当社株式 1株当たりの価額は、1円を下限とし当社株式

1株の時価の 2分の 1の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当て

決議において別途定める価額とします。なお、「時価」とは、本新株予約権無償割

当て決議に先立つ 90 日間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）

に相当する金額とし、1円未満の端数は切り上げるものとします。 

 

(f) 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使

期間の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、1 ヶ月間から 3 ヶ月間まで

の範囲で本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。但し、

下記(i)項の規定に基づき当社が本新株予約権を取得する場合、当該取得に係る本新

株予約権の行使期間は、当該取得日の前日までとします。また、行使期間の最終
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日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあたるときは、そ

の前営業日を最終日とします。 

 

(g) 本新株予約権の行使条件 

(Ⅰ)特定大量保有者10、(Ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(Ⅲ)特定大量買付者11、

(Ⅳ)特定大量買付者の特別関係者、もしくは(Ⅴ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)に該当する者か

ら本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した

者、又は、(Ⅵ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅴ)に該当する者の関連者12（以下、(Ⅰ)ないし(Ⅵ)

に該当する者を「非適格者」と総称します。）は、原則として本新株予約権を行使

することができません。また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり

所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権を行使すること

ができません（但し、非居住者の保有する本新株予約権も適用法令に従うことを

条件として、下記(i)項②のとおり、当社による当社株式を対価とする取得の対象と

なります。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての

表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書を

提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

 

(h) 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

 

(i) 当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得

することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定

める日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得することができるも

のとします。 
                                                   
10 原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が 20%以上であ
る者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券等

を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しな

いものとします。本書において同じとします。 
11 原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第 27条の 2第 1項に定義
されます。以下本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第 27条の 2第 1項に定義されます。以
下本脚注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有

（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第 7条第 1項に定める場合を含みます。）に係る株券等の
株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して 20%以上となる者（当社取締役会がこ
れらに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有すること

が当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当

て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当しないものとします。本書

において同じとします。 
12 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下
にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者と

して当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定

を支配している場合」（会社法施行規則第 3条第 3項に定義されます。）をいいます。 
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② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が

有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のも

の全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相当す

る数の当社株式を交付することができます。 

また、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者のうち非適格

者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた

日より後の当社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者の有する本新株予

約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のものを全て取得し、

これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相当する数の当社株式を

交付することができるものとし、その後も同様とします。 

③ ①及び②のほか、本新株予約権の取得に関する事項については、必要に応じ、

本新株予約権無償割当て決議において定めることがあります。 

 

(j) 合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 

本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 

 

(k) 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 
 

(l) その他 

上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決

議において別途定めるものとします。 

 

(5) 本プランの更新手続 

本プランの更新については、以下のとおり、本定時株主総会において株主の皆様の

ご承認をいただくことを条件とします。 

(a) 会社法第 278条第 3項但書の規定に基づき、当社現行定款第 18条を下記のとおり

変更する内容を含む定款変更議案を、本定時株主総会に付議します。なお、定款変

更の詳細については、本日付当社プレスリリース「定款の一部変更に関するお知ら

せ」をご参照下さい。 

記 
（決議事項等） 

第 18条 本会社は、株主総会の決議により、本会社株式の大量買付行為に関する

対応策を導入することができる。 

本会社は、本会社株式の大量買付行為に関する対応策の一環として、新株予

約権無償割当てに関する事項について、取締役会の決議による外、株主総会の

決議、又は株主総会の決議による委任に基づく取締役会の決議により決定する
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ことができる。 

本会社は、前項に基づき新株予約権無償割当てに関する事項を決定する場合

には、新株予約権の内容として、次の事項を定めることができる。 

(1) 本会社株式の大量買付行為に関する対応策において定める一定の者（以

下「非適格者」という。）は当該新株予約権を行使することができないこと 

(2) 本会社が当該新株予約権を取得する際に、これと引換えに交付する対価

の有無及び内容について、非適格者と非適格者以外の者とで別異に取り扱う

ことができること 

前三項における本会社株式の大量買付行為に関する対応策とは、本会社が資

金調達又は業務提携等の事業目的を主要な目的とせずに新株又は新株予約権の

発行又は割当てを行うこと等により本会社に対する買収の実現を困難にする方

策のうち、本会社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるこ

とを目的とするものをいう。また、導入とは、本会社株式の大量買付行為に関

する対応策としての新株又は新株予約権の発行又は割当て決議を行うなど、本

会社株式の大量買付行為に関する対応策の具体的内容を決定することをいう。 

 

(b) 変更後の当社定款第 18 条の規定に基づき、本定時株主総会における決議により、

旧プランの内容を改定して更新し、本プランに記載した条件に従い本新株予約権の

無償割当てに関する事項を決定する権限を、当社取締役会に委任していただきます。 

 

(6) 本プランの有効期間、廃止及び変更 

本定時株主総会の決議における、本プランに係る本新株予約権の無償割当てに関

する事項の決定権限の委任期間（以下「有効期間」といいます。）は、本定時株主総

会終結後 3 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結の時までとします。 

但し、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランに係る

本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への上記委任を

撤回する旨の決議が行われた場合、又は、②当社取締役会により本プランを廃止す

る旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。 

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法

令、金融商品取引所規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映す

るのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切である

場合、又は当社株主に不利益を与えない場合等本定時株主総会の決議による委任の

趣旨に反しない場合には、本プランを修正し、又は変更する場合があります。 

当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変

更の事実及び（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、

情報開示を速やかに行います。 
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(7) 法令の改正等による修正 

本プランで引用する法令の規定は、平成 20 年 4 月 30 日現在施行されている規定

を前提としているものであり、同日以後、法令の新設又は改廃により、上記各項に

定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設又

は改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的

な範囲内で読み替えることができるものとします。 

 

3. 株主の皆様への影響 

 

(1) 本プランの更新にあたって株主及び投資家の皆様に与える影響 

本プランの更新にあたっては、株主総会決議に基づき、本新株予約権に関する新

株予約権無償割当ての決定権限を取締役会に対して委任していただいているに過ぎ

ず、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資家の皆様に

直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

(i) 本新株予約権の無償割当ての手続及び名義書換手続 

当社取締役会又は当社株主総会において、本新株予約権無償割当て決議を行っ

た場合には、当該決議において割当期日を定め、これを公告いたします。この場

合、割当期日における当社の最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録さ

れた株主の皆様（以下「割当対象株主」といいます。）に対し、その有する当社株

式 1株につき 1個の本新株予約権が無償にて割り当てられます。従いまして、株

主の皆様におかれては、割当期日に間に合うよう、速やかに株式の名義書換手続

を行っていただく必要があります（証券保管振替機構に対する預託を行っている

株券については、名義書換手続は不要です。）。なお、割当対象株主の皆様は、本

新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に本新株予約権に係る新株

予約権者となるため、申込の手続等は不要です。 

なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、

上記 2.(2)「本プランの発動に係る手続」(d)に記載したとおり、本新株予約権の無

償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当

てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降行使期間開始日の

前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得する場合があります。これらの

場合には、当社株式 1 株当たりの価値の希釈化は生じませんので、こうした希釈

化が生じることを前提に売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の

影響を受ける可能性があります。 

 

 



 

16 

(ii) 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書

（行使に係る本新株予約権の内容及び数、本新株予約権を行使する日等の必要事

項並びに株主の皆様ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること等につい

ての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式によるもの

とします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。本

新株予約権の無償割当て後、株主の皆様においては、本新株予約権の行使期間内

に、これらの必要書類を提出した上、原則として、本新株予約権 1個当たり 1円

を下限とし、当社株式 1株の時価の 2分の 1の金額を上限とする金額の範囲内で

本新株予約権無償割当て決議において定める行使価額に相当する金銭を払込取

扱場所に払い込むことにより、1個の本新株予約権につき原則として 1株の当社

株式が発行されることになります。 

仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の

払込を行わなければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保

有する当社株式が希釈化することになります。 

但し、当社は、下記(iii)に記載するところに従って非適格者以外の株主の皆様

から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。

当社がかかる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、本新株予

約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式等を受領すること

となり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じません。 
 

(iii) 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の

手続に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株

主の皆様から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することが

あります。この場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むこと

なく、当社による当該本新株予約権の取得の対価として、1個の本新株予約権に

つき原則として 1株の当社株式を受領することになります。但し、この場合、か

かる株主の皆様には、別途、ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証

条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提出い

ただくことがあります。 

なお、本新株予約権無償割当て決議において、非適格者からの本新株予約権の

取得に関する事項等について規定される場合には、当社は、かかる規定に従った

措置を講じることがあります。 

 

上記のほか、割当て方法、名義書換方法、行使の方法及び当社による取得の方

法の詳細につきましては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、

株主の皆様に対して情報開示又は通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。 
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四 上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

 

1. 基本方針の実現に資する特別な取組み（上記二の取組み）について 

上記二に記載した中期経営計画をはじめとする企業価値向上のための取組みやコーポ

レート・ガバナンスの強化といった各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続

的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本

方針の実現に資するものです。 

従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するもの

であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

 

2. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み（上記三の取組み）について 

 

(1) 当該取組みが基本方針に沿うものであること 

本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべ

きか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等

を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するため

の枠組みであり、基本方針に沿うものです。 

 

(2) 当該取組みが当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではないこと 

当社は、以下の理由により、本プランは、当社株主の共同の利益を損なうもので

はなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えてお

ります。 

 

① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成 17 年 5 月 27 日に発表した企業価値・

株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を

充足しています。 

 

② 株主意思を重視するものであること 

上記三 1.「本プランの目的」にて記載したとおり、本プランは、当社株主総会に

おいて株主の皆様のご承認が得られることにより更新されます。 

また、上記三 2.(2)「本プランの発動に係る手続」(d)にて記載したとおり、当社取

締役会は、本プランに定める一定の場合を除き、本プランの発動の是非についても、

株主総会において株主の皆様の意思を確認することとしており、株主の皆様の意思
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を重視しています。 

加えて、上記三 2.(6)「本プランの有効期間、廃止及び変更」にて記載したとおり、

本プランには、有効期間を約 3年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、

かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランに係る委

任決議を撤回する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止される

ことになります。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映さ

れることとなっております。 

 

③ 情報開示 

当社取締役会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされて

おり、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行わ

れる仕組みが確保されています。 

 

④ 合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記三 2.(2)「本プランの発動に係る手続」(d)及び上記三 2.(3)「本新

株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、合理的な客観的要件が充足さ

れなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動

を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

 

⑤ 第三者専門家の意見の取得 

上記三 2.(2)「本プランの発動に係る手続」(c)②にて記載したとおり、当社取締役

会は、本必要情報の収集及び本プランの発動等の運用に際して、外部の弁護士及び

ファイナンシャル・アドバイザーその他の専門家から助言又は意見を取得すること

とされており、当社取締役会による判断の公正さ・客観性が担保されるように工夫

されています。 

 

⑥ デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

上記三 2.(6)「本プランの有効期間、廃止及び変更」にて記載したとおり、本プラ

ンは、当社の株券等を大量に買い付けた者が、自己の指名する取締役を株主総会で

選任し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可

能です。 

従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を

交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社

においては取締役の期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハン

ド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その

発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 
以上 
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別添 

 

当社の大株主の状況 

 

（平成 19年９月 30日現在） 

株 主 名 所有株式数（千株） 
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
21,298 4.04 

日本生命保険相互会社 19,170 3.64 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 7,368 1.39 

住友信託銀行株式会社 7,297 1.38 

株式会社三井住友銀行 7,147 1.35 

株式会社泉州銀行 6,895 1.30 

株式会社髙島屋 5,035 0.95 

株式会社紀陽銀行 5,005 0.95 

株式会社大林組 4,541 0.86 

株式会社竹中工務店 4,170 0.79 

 

 


